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表紙

第 99 回　定時株主総会

招集ご通知

日　時

場　所

決議事項

2021年６月17日（木曜日）

午前10時10分

横浜市鶴見区弁天町２番地４

シーフォーレ　１階　会議室
（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照下さい。）

第１号議案 剰余金の配当の件

第２号議案 取締役５名選任の件

第３号議案 監査役２名選任の件

第４号議案 補欠監査役１名選任の件

第５号議案 退任取締役に対する退職慰労金贈呈の件

目　次

第99回定時株主総会招集ご通知 １

事業報告 ３

連結計算書類 19

計算書類 28

監査報告書 36

株主総会参考書類 41

新型コロナウイルス感染防止ならび

に株主の皆様の安全の観点から、

可能な限り会場へのご来場を見合わ

せていただき、議決権の事前の行使を

お願い申し上げます。
　

証券コード　5609
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株主各位

(証券コード5609)
2021年６月２日

株 主 各 位
川 崎 市 川 崎 区 白 石 町 ２ 番 １ 号

日 本 鋳 造 株 式 会 社
代表取締役
社　　　長 鷲 尾 　 勝

1. 日 時 2021年６月17日（木曜日）午前10時10分

2. 場 所 横浜市鶴見区弁天町２番地４

シーフォーレ　１階　会議室

（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照下さい。）

第99回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

　さて、当社第99回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご案内申し

上げます。

　なお、当日のご出席に代えて、書面によって議決権を行使することができますので、後記株主総会
参考書類をご検討下さいまして、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否を表示のうえ、
2021年６月16日（水曜日）17時15分までに到着するようご送付いただきたくお願い申し上げます。

敬　具

記

－ 1 －
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株主各位

3. 目 的 事 項

報 告 事 項 1. 第99期（2020年４月１日から2021年３月31日まで）

　　事業報告、連結計算書類ならびに会計監査人および監査役会

　　の連結計算書類監査結果報告の件

2. 第99期（2020年４月１日から2021年３月31日まで）

　　計算書類報告の件

決 議 事 項

第１号議案　剰余金の配当の件

第２号議案　取締役５名選任の件

第３号議案　監査役２名選任の件

第４号議案　補欠監査役１名選任の件

第５号議案　退任取締役に対する退職慰労金贈呈の件

以　上

◎ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出下さいま

すようお願い申し上げます。

◎ 株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類および連結計算書類に修正が生じた場合

は、インターネット上の当社ウェブサイト(https://www.nipponchuzo.co.jp/）に掲載さ

せていただきます。

－ 2 －
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事業の状況

(2020年４月１日から
2021年３月31日まで)

(添付書類)

事　　業　　報　　告

1. 企業集団の現況に関する事項

(1) 企業集団の事業の経過および成果

　2020年度の当社を取り巻く事業環境については、以下のとおりです。

　素形材部門では、新型コロナウイルス感染症拡大の影響で工作機械等の需要が大きく減少しま

したが、製鉄所高炉改修で使用される部材および高架橋向け部品の需要が拡大しました。半導体

製造装置向け部品については新型コロナウイルス感染症拡大の収束が見通せない中、米中貿易摩

擦の影響が尾を引き、需要拡大には至りませんでした。上記の結果、売上高は前年度比0.1％の

減少となりました。

　エンジニアリング部門は高速道路等の補修工事で使用する橋梁部品等の需要が安定しています

が、売上高は前年度比2.2％減少しました。

　その結果、素形材部門とエンジニアリング部門他を合計した連結売上高は11,902百万円と前年

度比1.6％減少に留まりました。

　営業利益については製造コスト削減（生産原単位の改善、調達ソースの見直し）及び品種構成

が良化し前年度比16.9％増の497百万円となりました。営業外収益ではPCB処理引当金戻入額77百

万円等を計上し、経常利益は589百万円となりました。特別損益では非連結子会社の白石興産株

式会社の清算結了に伴い15百万円の子会社清算益を計上し、固定資産除売却損26百万円と北秋田

市に保有する土地の賃貸終了に伴い減損損失20百万円を計上し、親会社株主に帰属する当期純利

益は435百万円となりました。

　当期の期末配当につきましては、前述の当期純利益となりましたので１株当たり25円で株主総

会におはかりすることにいたしました。

　株主の皆様におかれましては、なにとぞ引き続きご指導、ご鞭撻を賜りますようお願い申し上

げます。

－ 3 －
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事業の状況

区 分

第　98　期
(2020年３月期)

第　99　期
(2021年３月期)

前 期 比
受 注 高 受 注 高

（ 製 　 　 　 品 ） 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

素 形 材 7,272 57.8 7,362 58.0 89 1.2

エ ン ジ ニ ア リ ン グ 4,873 38.7 4,967 39.1 94 1.9

そ の 他 445 3.5 374 2.9 △70 △15.9

合 計 12,591 100.0 12,704 100.0 113 0.9

区 分

第　98　期
(2020年３月期)

第　99　期
(2021年３月期)

前 期 比
売 上 高 売 上 高

（ 製 　 　 　 品 ） 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

素 形 材 6,760 55.9 6,752 56.7 △8 △0.1

エ ン ジ ニ ア リ ン グ 4,855 40.2 4,746 39.9 △108 △2.2

そ の 他 476 3.9 403 3.4 △72 △15.2

合 計 12,091 100.0 11,902 100.0 △188 △1.6

製品別連結受注高

製品別連結売上高

(2) 企業集団の設備投資の状況

　当連結会計年度において実施した当社グループの設備投資額の総額は、合理化を含む老朽更新

等を中心に787百万円（前期比2.4％の減少）であります。

(3) 企業集団の資金調達の状況

　当連結会計年度における当社グループの資金調達状況は、運転資金の増加に伴い、短期借入金

を100百万円増額し、長期借入金については、402百万円の約定弁済を行なった結果、借入金残高

は2,230百万円となりました。

－ 4 －
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事業の状況

区 分
第96期

(2018年３月期)
第97期

(2019年３月期)
第98期

(2020年３月期)

第99期
(当連結会計年度)
(2021年３月期)

百万円 百万円 百万円 百万円

売 上 高 13,330 13,741 12,091 11,902

営 業 利 益 762 668 425 497

経 常 利 益 769 763 457 589

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

598 532 331 435

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

116円65銭 103円84銭 64円53銭 84円89銭

百万円 百万円 百万円 百万円

総 資 産 20,305 20,679 19,899 19,587

純 資 産 10,037 10,369 10,384 10,763

(4) 企業集団の営業成績および財産の状況の推移

－ 5 －
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企業集団が対処すべき課題

(5) 企業集団が対処すべき課題

　当社グループとしての強みを活かしそれを深化させることが、会社の今後の継続的な発展につ

ながると認識しております。そのために次の施策を着実に実行してまいります。

① 安定的黒字化の実現

　生産体制の最適化やIoT(Internet of Things)などデジタル技術を活用した生産効率の向

上により、コスト削減とリードタイム削減、品質やデリバリーの向上を図ります。

② 変化する環境に対応した働き方の見直し

　新型コロナウイルス感染症対策も踏まえ変化する環境に対応した働き方の見直しを行

い、テレワーク・Web会議・押印レス化・RPA(Robotic Process Automation)化を促進しま

す。

③ サステナビリティへの取り組み

　新たに取得するISO14001にもとづき環境対策や省エネルギーに取り組み、SDGsへの貢献

を目指します。

④ 新商品の開発

　金属３Ｄプリンター技術や高減衰ゴム支承などの新商品を投入し売上の拡大を図りま

す。

　企業にはこれまで以上に素早く変化に対応する力、将来を見通す力・将来目標へ着実に進む行

動力が求められていると言えます。当社はこうした力を発揮して今後も発展を続けるため、この

たび中期経営計画（2021年度～2023年度）を策定しました。この着実な実行により将来に向けた

事業基盤の強化と持続的な発展を目指してまいります。

－ 6 －
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企業集団が対処すべき課題

本社 神奈川県川崎市川崎区白石町２番１号

川崎工場 神奈川県川崎市川崎区白石町２番１号

池上工場 神奈川県川崎市川崎区池上町２番１号

福山製造所 広島県福山市鋼管町１番地

大阪事務所 大阪府大阪市西区靭本町１丁目10番24号

株式会社ダット 神奈川県川崎市川崎区白石町２番１号

使 用 人 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

242名 2名増

使 用 人 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

237名 2名増 40.0歳 13.5年

(6) 主要な事業内容（2021年３月31日現在）

　当社グループは、鋳造関連事業（素形材部門、エンジニアリング部門）を主な分野として事業

展開を行っております。

　素形材部門の鋳鋼品では、IT産業等の先端産業向けの高機能材としての低熱膨張材（LEX）や

大型鉱山機械用建機部品をはじめとして様々な産業分野向けに製造・販売しており、鋳鉄品では

構造材としての極厚肉用球状黒鉛鋳鉄（スーパーダクタイル）や鋳型、鋳鉄連続鋳造材（マイテ

ィバー）を中心に製造・販売しております。中でも低熱膨張材（LEX）および極厚肉用球状黒鉛

鋳鉄（スーパーダクタイル）は、お客様から高い評価を得ています。

　エンジニアリング部門では、鋼製支承・ゴム支承・伸縮装置（マウラージョイント）等の橋梁

部品が優れた耐震部材として橋梁建設を支え、建築分野では下ナット方式を採用した柱脚（ＮＣ

ベース）が耐震力向上に、また、建築接合金物が建築物のデザイン性向上に寄与しております。

(7) 主要な営業所および工場（2021年３月31日現在）

① 当社の主要な営業所および工場の状況

② 子会社

(8) 使用人の状況（2021年３月31日現在）

① 企業集団の使用人の状況

② 当社の使用人の状況

（注） 被出向者5名および嘱託・シニア41名は除いております。

－ 7 －
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重要な親会社および子会社の状況

会 社 名 資 本 金 議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

百万円 ％

株 式 会 社 ダ ッ ト 46 100.0 道路および橋梁用機材の設計製作販売

借 入 先 借 入 金 残 高

百万円
株式会社みずほ銀行 1,097

株式会社横浜銀行 742

(9) 重要な親会社および子会社の状況（2021年３月31日現在）

① 重要な子会社の状況

② その他の重要な企業結合の状況

　ジェイ エフ イー ホールディングス株式会社およびJFEスチール株式会社との関係

　JFEスチール株式会社は、当社の議決権の33.98％を所有し､当社は同社に対し当社の製品

の一部を供給するほか、池上工場用地および福山製造所用地を同社から賃借しております。

　また、ジェイ エフ イー ホールディングス株式会社は、JFEスチール株式会社の親会社で

あります。

(10) 主要な借入先、借入金（2021年３月31日現在）

－ 8 －
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重要な親会社および子会社の状況

(1) 発行可能株式総数 15,000,000株

(2) 発行済株式の総数 5,135,150株（自己株式3,632株を含む）

(3) 当事業年度末の株主の数 3,916名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

千株 ％

JFEスチール株式会社 1,743 33.98

日立建機株式会社 718 14.01

榎本　里司 156 3.05

株式会社日本カストディ銀行(信託口4) 64 1.25

後藤　幸雄 33 0.65

楽天証券株式会社 33 0.65

土信田　浩一 32 0.62

小柳　厚三 31 0.62

BNYM SA/NV FOR BNYM FOR BNYM GCM CLIENT ACCTS M ILM FE
（常任代理人　株式会社三菱UFJ銀行）

30 0.60

林田　芳太郎 30 0.58

2. 会社の株式に関する事項（2021年３月31日現在）

(4) 上位10名の株主

（注）持株比率は自己株式3,632株を控除して計算しております。

－ 9 －
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会社役員に関する事項

地 位 氏 名 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 鷲 尾 　 勝

取 締 役 阿 部 素 夫
安全衛生室、品質保証部、素形材開発技術部
製造部、福山製造所担当

取 締 役 今 井 祥 隆
企画管理部、人事総務部(人事)、建築金物・景観
部、建材部、建材管理部担当

取 締 役 原 田 孝 志
鋼構造技術部長、生産統括部、国際調達部、生産技
術部担当　㈱ダット代表取締役社長

取 締 役 山 口 陽 子
人事総務部長
経理部、監査部、環境・設備部担当

取 締 役 稲 葉 味 善
素形材営業部長
エンジニアリング営業部担当

取 締 役 緒 方 彰 人
加茂法律事務所パートナー弁護士
山﨑建設ホールディングス㈱社外監査役

取 締 役 秋 山 昇 一
日立建機㈱パワー・情報制御プラットフォーム事業
部機器生産技術部長

常 勤 監 査 役 井 上 誠 厚

監 査 役 壁 矢 和 久 JFEスチール㈱スチール研究所研究企画部長

監 査 役 野 神 光 弘 JFEスチール㈱監査役事務局部長

監 査 役 上 原 博 英
JFEスチール㈱製鋼技術部長
日本鋳鉄管㈱社外取締役

氏 名 退 任 日 退 任 事 由 退任時の地位等

阿 部 俊 彦 2020年６月18日 任 期 満 了 常勤監査役

3. 会社役員に関する事項

(1) 取締役および監査役の氏名等（2021年３月31日現在）

（注）1. 取締役 緒方彰人氏および秋山昇一氏は、会社法第2条第15号に定める社外取締役であります。
2. 監査役 壁矢和久、野神光弘および上原博英の各氏は、会社法第2条第16号に定める社外監査役であり

ます。
3. 取締役 緒方彰人氏および秋山昇一氏は、株式会社東京証券取引所の定める独立役員であります。
4.　取締役原田孝志氏は2021年5月16日逝去により取締役を退任いたしました。

(2) 当事業年度中に退任した監査役

－ 10 －
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会社役員に関する事項

区 分 支 給 人 数 支 給 額

取 締 役 7名 58百万円

監 査 役 3名 16百万円

合 計 10名 74百万円

(3) 当事業年度に係る取締役および監査役の報酬等の額

（注）1. 上記支給額には、社外役員2名分の6百万円が含まれております。
2. 取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人支給分は含まれておりません。
3. 取締役の報酬限度額は、1992年6月26日開催の第70回定時株主総会決議において月額 12百万円以内

（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。
4. 監査役の報酬限度額は、1995年6月29日開催の第73回定時株主総会決議において月額 2.5百万円以内

と決議いただいております。
5. 上記のほか、2020年6月18日開催の第98回定時株主総会の決議にもとづき、退任した監査役に対して5

百万円の役員退職慰労金を支払っております。

(4)取締役の個人別の報酬等の内容についての決定の方針

決定に関する方針を取締役会の決議によって決定しております。

①　方針の内容の概要

・取締役の役付ごとに基準となる年間報酬額を定め、業務執行取締役については年度単位で実

施する個人ごとの目標管理を通じた個人業績を反映して金額を決定します。また会社業績の動

向や個人業績を踏まえて年間賞与を支給することができることとします。また取締役の役付ご

との在任年数と業績に応じて退職慰労金の金額を決定します。

・個人別の報酬を全額金銭で支給します。

・決定した年間報酬額を、毎月均等割で支給します。年間賞与を支給する場合は、対象年度の

翌年度に支給します。退職慰労金は退職時に支給します。

・取締役の個人別の報酬等の内容についての決定について、取締役会はその決定にもとづき、

代表取締役に委任します。基準となる年間報酬額、年度単位で実施する取締役の個人業績の評

価及び報酬への反映金額、年間賞与の支給有無と金額および退職慰労金の金額の決定を委任す

る権限の内容とします。権限が適切に行使されるようにするため、委任する者およびその内容

が適切であることを、取締役会が確認したうえで委任を決議します。

②　取締役会は、取締役会から正当に委任された者より、決定の方針にもとづいて事業運営の実

態および取締役の個人別の寄与度等を適切に反映して決定したという報告を確認することによ

り、今事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容が決定の方針に沿うものであると判断しま

した。

－ 11 －
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③　取締役会から委任を受けた代表取締役鷲尾勝が取締役の個人別の報酬等の内容を決定してお

ります。

・委任した権限は、基準となる年間報酬額、年度単位で実施する取締役の個人業績の評価およ

び報酬への反映金額および年間賞与の支給有無と金額および退職慰労金の金額の決定としてお

ります。

・取締役会は、取締役会の指名による代表取締役として責任をもって業務を執行する過程で事

業運営の実態及および取締役の個人別の寄与度等を総合的にかつ最も適切に判断できる者と判

断して権限を委任しております。

・委任した権限が適切に行使されるようにするため、委任する者およびその内容が適切である

ことを、取締役会が確認したうえで委任を決議しております。

(5)責任限定契約の内容の概要

　当社は社外取締役および社外監査役と会社法第427条第1項の規定により、同法第423条第1項

の賠償責任を限定する契約を締結しております。なお、賠償責任限度額は、同法第425条第1項

に定める最低責任限度額であります。
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区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

取 締 役 緒 方 彰 人
11回開催の取締役会に全て出席し、議案審議等に必要な発言を適宜行っ
ております。

取 締 役 秋 山 昇 一
11回開催の取締役会に全て出席し、議案審議等に必要な発言を適宜行っ
ております。

監 査 役 壁 矢 和 久
11回開催の取締役会および14回開催の監査役会に全て出席し、経営の客
観性、中立性の視点から適宜発言を行っております。

監 査 役 野 神 光 弘
11回開催の取締役会および14回開催の監査役会に全て出席し、経営の客
観性、中立性の視点から適宜発言を行っております。

監 査 役 上 原 博 英
11回開催の取締役会および14回開催の監査役会に全て出席し、経営の客
観性、中立性の視点から適宜発言を行っております。

(6) 社外役員に関する事項

① 他の法人等の社外役員等との重要な兼職に関する事項

　各社外役員の重要な兼職先は10ページに記載のとおりです。なお、日立建機株式会社、加茂

法律事務所、山﨑建設ホールディングス株式会社、日本鋳鉄管株式会社と当社との間には特別

な関係はありません。また、ＪＦＥスチール株式会社と当社との関係は８ページに記載のとお

りです。

② 当事業年度における活動状況

③ 社外取締役が果たすことが期待される役割に関して行った職務の概要

緒方取締役　取締役会への出席等を通じて、会社のコンプライアンスに関する取り組みに関す

る指摘や、取締役会の監督機能向上に関する提言を行いました。

秋山取締役　取締役会への出席等を通じて、他社事例を踏まえた、会社の競争力向上やＥＳＧ

に関する取り組みについて提言を行いました。
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会計監査人に関する事項

区 分 金　額

① 当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 17百万円

②
当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合

計額
17百万円

4. 会計監査人に関する事項

(1) 会計監査人の名称

EY新日本有限責任監査法人

(2) 当事業年度に係る会計監査人に対する報酬等の額

（注）1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記①の報酬等の額にはこれらの合
計額を記載しております。

2. 当社監査役会は、前期の監査実績の相当性、当期の監査計画の内容および報酬額の妥当性等を検討し
た結果、会計監査人の報酬等に同意いたしました。

(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

当社監査役会は会計監査人の独立性および審査体制その他の職務の実施に関する体制を特に考

慮し、取締役会と綿密な連携をとりつつ、解任または不再任の決定を行う方針であります。
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5. 内部統制体制構築の基本方針について
当社取締役会において決議した内部統制体制構築の基本方針は、以下のとおりであります。

1.　当社の企業理念ならびに定款、取締役会規則などをはじめとする、業務遂行にかかわるすべて

の規程・規則など（以下「諸規程・規則」）は包括的一体として、当社の内部統制体制を構成す

るものである。よって、当取締役会として、諸規程・規則が遵守されるよう図るとともに、企業

活動にかかわる法令変更または社会環境の変化にしたがい、さらに業務執行の効率性の観点にお

いて、当社の体制および諸規程・規則について適宜の見直し、修正がおこなわれることにより、

上記法令の目的･趣旨が実現されるよう努めるものとする。

2.　会社法第362条第４項第６号および会社法施行規則第100条第１項各号に掲げる体制に関し、現

行の当社の体制および諸規程・規則との関連について次のとおり確認する。

(1) 取締役および使用人の職務執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

(ア)当社および当社グループ会社の経営にかかわる重要事項は、関連規程に従い、経営会議の

方針審議を経て、取締役会または経営会議で決定する。

(イ)業務執行は、代表取締役社長のもと、各担当役員により、各部門の業務規程等に則り、お

こなわれる。

(ウ)代表取締役社長のもとCSR会議を置き、同会議を構成するものとして、必要な委員会、部

会を設置する。各部会単位で、それぞれの業務執行の有効性・効率性の確保および倫理法令

遵守の観点から、適宜、ルールやリスク対応方針などを検討、整備する。

(エ)内部監査部門が、業務執行の有効性・効率性および倫理法令遵守状況について監査する。

(2) 取締役の職務執行が効率的におこなわれることを確保するための体制

　取締役会などの会議体における実質的、効率的審議を図ることのほか、CSR会議部会におい

て業務執行の有効性・効率性の観点から検討、ルール見直しを継続的におこなう。

　さらに、内部監査部門が倫理法令遵守状況に加え、業務執行の有効性・効率性について監査

する。

(3) 取締役の職務執行にかかわる情報の保存および管理に関する体制

　取締役会規則、経営会議運営規程、文書保存規程、秘密情報管理規程、情報セキュリティ管

理規程その他情報の保存、管理にかかわる規程または規則が包括的に、本体制を構成する。

－ 15 －
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(4) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　経営にかかわるリスクについては、当社各部門の業務執行において、担当取締役等がリスク

管理上の課題を洗い出すことに努めており、個別の重要なリスク課題については、必要なつ

ど、経営会議等で審議する。また、CSR会議の部会において、社内横断的に当社事業にかかわ

るリスクを洗い出し、対応方針の協議、検討を継続的におこなうものとする。

(5) 当社ならびに子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

(ア)当社グループに属する会社は、会社の規模、事業の性質、機関の設計、その他当該会社の

特質を踏まえ、必要に応じ、本基本方針に定める事項について体制を整備し、業務執行にあ

たってはグループ会社管理規程に則り、これをおこなう。

(イ)リスク管理体制

　当社はグループ経営に関する重要事項について、取締役会規則、経営会議運営規程、グル

ープ会社管理規程等により、審議・決定する。

(ウ)コンプライアンス体制

　当社グループに属する会社は倫理法令遵守につき、当社が設置するコンプライアンス委員

会にその体制を組み込む。

(エ)当社は、企業倫理ホットラインについて、当社およびグループ会社の倫理法令遵守に関す

る重要な情報が現場から経営トップに直接伝わる制度として整備し、適切に運用する。

(オ)当社は、グループに属する会社の財務報告の信頼性確保および適時適切な情報開示のた

め、当社経理部長がグループ各社の役員等に就任し、適切な財務報告、情報開示体制をと

る。

3.　会社法施行規則第100条第３項各号に掲げる体制に関し、現行の当社の体制について次のとお

り確認する。

(1) 監査役の職務を補助する使用人、その独立性に関する事項

　現在、監査役の職務を補助する使用人は設置していないが監査役が設置を求めた場合は、監

査役と協議する。

(2) 監査役への報告に関する体制

(ア)監査役は、取締役会、経営会議およびその他の重要な会議に出席し、報告を受ける。

(イ)取締役および使用人は、必要に応じまたは監査役会、監査役の要請に応じ、監査役会、監

査役に対して職務の執行状況を報告する。

(ウ)監査役は当社グループに属する会社の監査役を兼務しており、その取締役会に出席し報告

を受ける。
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(エ)企業倫理ホットライン担当部署が受けた通報または相談された法令違反行為等について

は、監査役に対して内容を報告する。

　監査役への報告については、企業倫理ホットラインにより、通報、相談もしくは報告した

者が不利な取り扱いを受けないことを確保する。

(オ)当社グループに属する会社の取締役および使用人は必要に応じ、または監査役会、監査役

の要請に応じ、監査役会、監査役に対して職務執行状況を報告する。

(カ)上記(オ)の報告をしたことを理由に不利な取り扱いを受けることはない。

(キ)監査役の職務の執行について、費用の前払い等が必要となる場合は、速やかに所定の手続

きに則り所要費用の前払い等を行う。

(3) その他監査役の監査が実効的におこなわれることを確保するための体制

(ア)監査役は、監査役会規則、監査役監査規程等を定め、組織的かつ実効的な監査体制を構築

する。

(イ)取締役および使用人は、監査役の監査に必要な重要書類の閲覧、実地調査、取締役等との

意見交換、子会社調査、子会社監査役との連携等の監査役の活動が円滑におこなわれるよ

う、監査環境の整備に協力する。

(ウ)監査役は、会計監査人、内部監査部署の監査結果について適宜報告を受け、それぞれと緊

密な連携を図る。
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6. 内部統制体制の主な運用状況
当社およびグループ会社の内部統制体制の運用状況は、以下のとおりであります。

1.　経営の重要事項の審議・決定手続

　当社およびグループ会社に関する経営の重要事項については、当社の取締役会規則等により

定められた決定手続に従って取締役会等適切な会議体で審議・決定しております。

2.　内部統制に関する各種施策の実施状況

(1) コンプライアンス強化の観点から、コンプライアンス強化月間を定め、ルールの読み合わ

せ活動を実施し、知識の習得と定着化を図りました。

(2) 新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、従業員、協力会社、顧客への感染防止の取

組みや事業への影響に関する対応策を実施するとともに、適宜その状況を確認しておりま

す。新たに在宅勤務制度を導入し推進しているほか、社内外ともに極力対面を避け、リモー

ト会議等を実施しております。

(3) リスクマネジメント強化のため、会社パソコンを使用している全社員を対象とした情報セ

キュリティ教育を実施しました。

(4) 労働施策総合推進法の改正に則り、パワーハラスメント防止の徹底に向け就業規則を改訂

し、社長メッセージや社内研修の場を通じて周知徹底を図りました。

(5) 品質管理の更なる向上に向け、試験・検査の自動化を推進するとともに、グループ会社社

員も含めた全社ＱＡ教育を実施しました。

3.　企業倫理ホットライン（内部通報制度）の運用状況

ホットラインに関する社内規程を整備し、社外通報窓口を含めた周知をしております。通報に

対しては、適切に対応しております。

4.　当社およびグループ会社に対する内部監査の実施状況

当社およびグループ会社の業務の有効性・効率性、法令・定款の遵守状況について、監査計画

に基づき、適切に監査を実施しました。

5.　財務報告の信頼性確保のための体制、適時適切な情報開示のための体制の運用状況

当社傘下グループ会社の財務報告・情報開示の体制は、当社が保持するグループとしての体制

の中に組み込まれており、当社および当社傘下グループ会社の情報開示が必要となる場合の報

告体制を整備するとともに、当該体制に基づく業務プロセスに従い、適切に決算情報を報告し

ております。
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連結貸借対照表

（2021年３月31日現在）

（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資　産　の　部） （負　債　の　部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

電 子 記 録 債 権

製 品 及 び 仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

土 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

7,660

489

3,978

780

1,736

622

56

△3

11,927

10,914

2,018

1,511

7,184

19

180

93

919

346

531

40

△0
　

流 動 負 債 4,605

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 808

電 子 記 録 債 務 1,044

短 期 借 入 金 1,790

未 払 法 人 税 等 131

賞 与 引 当 金 179

役 員 賞 与 引 当 金 5

そ の 他 646

固 定 負 債 4,218

長 期 借 入 金 440

再評価に係る繰延税金負債 2,141

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 40

P C B 処 理 引 当 金 209

退 職 給 付 に 係 る 負 債 1,352

そ の 他 36

負 債 合 計 8,824

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 5,937

資 本 金 2,627

資 本 剰 余 金 524

利 益 剰 余 金 2,789

自 己 株 式 △4

その他の包括利益累計額 4,826

その他有価証券評価差額金 57

土 地 再 評 価 差 額 金 4,768

純 資 産 合 計 10,763

資 産 合 計 19,587 負 債 及 び 純 資 産 合 計 19,587

連 結 貸 借 対 照 表
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招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

2021/05/22 17:01:51 / 20701676_日本鋳造株式会社_招集通知

連結損益計算書

(2020年４月１日から
2021年３月31日まで)

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 11,902

売 上 原 価 10,172

売 上 総 利 益 1,730

販売費及び一般管理費 1,233

営 業 利 益 497

営 業 外 収 益

受 取 利 息 0

受 取 配 当 金 2

物 品 売 却 益 20

P C B 処 理 引 当 金 戻 入 額 77

そ の 他 6 106

営 業 外 費 用

支 払 利 息 10

棚 卸 資 産 除 却 損 4

そ の 他 0 14

経 常 利 益 589

特 別 利 益

子 会 社 清 算 益 15 15

特 別 損 失

固 定 資 産 除 売 却 損 26

減 損 損 失 20 46

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 558

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 130

法 人 税 等 調 整 額 △7 122

当 期 純 利 益 435

非支配株主に帰属する当期純利益 ―

親会社株主に帰属する当期純利益 435

連 結 損 益 計 算 書

－ 20 －



2021/05/22 17:01:51 / 20701676_日本鋳造株式会社_招集通知

連結株主資本等変動計算書

(2020年４月１日から
2021年３月31日まで)

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 2,627 524 2,470 △4 5,618

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △128 △128

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

435 435

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

土地再評価差額金の取崩 11 11

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 ― ― 318 △0 318

当 期 末 残 高 2,627 524 2,789 △4 5,937

（単位：百万円）

その他の包括利益累計額

純資産合計
その他有価証券
評 価 差 額 金

土 地 再 評 価
差 額 金

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 △13 4,779 4,765 10,384

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △128

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

435

自 己 株 式 の 取 得 △0

土地再評価差額金の取崩 11

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

71 △11 60 60

当 期 変 動 額 合 計 71 △11 60 379

当 期 末 残 高 57 4,768 4,826 10,763

連結株主資本等変動計算書
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連結注記表

2. 持分法の適用に関する事項

　　該当事項はありません。

連　結　注　記　表

記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

1. 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　　　　　　１社

連結子会社の名称　　　　　株式会社ダット

なお、前連結会計年度に非連結子会社であった白石興産株式会社は、2020年7月28日に清算結了しま

した。

3. 会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準および評価方法

有価証券

その他有価証券

時価のあるもの 期末日前１ヶ月の市場価格の平均に基づく時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法

たな卸資産

製品及び仕掛品 個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法)

原材料及び貯蔵品 移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

(2) 重要な固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ７年～47年

機械及び装置、運搬具 ２年～10年
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連結注記表

無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定

額法によっております。

リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、当社および連結子会社は、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額

を計上しております。

賞与引当金

当社および連結子会社は、従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当

連結会計年度の負担額を計上する方法によっております。

役員賞与引当金

当社は、役員に対して支給する賞与の支出に備えるため、当連結会計年度に見合う支給見込額に基

づき計上しております。

退職給付に係る負債の計上基準

当社および連結子会社は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債

務の見込額に基づき計上しております。

数理計算上の差異および過去勤務費用については、その発生した連結会計年度に収益又は費用とし

て処理することとしております。

役員退職慰労引当金

当社および連結子会社は、役員の退職慰労金の支出に備えるため、「役員退職慰労金規程」に基づ

く当連結会計年度末要支給額を計上しております。

PCB処理引当金

PCB（ポリ塩化ビフェニル）の廃棄処理に備えるため、当連結会計年度末における処理費用見込額

を計上しております。

(4) その他連結計算書類作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税等は、当連結会計年度の費用とし

て処理しております。

会計上の見積の変更に関する注記

当社は、当連結会計年度においてＰＣＢを含有する照明用安定器の取り外しにより数量の確認が進み、見積り

の変更を行いました。これに伴い、従来の見積り金額と今回の見積り金額との差額77百万円をＰＣＢ処理引当

金戻入額として営業外収益に計上しました。

　これにより、当連結会計年度の経常利益および税金等調整前当期純利益は77百万円増加しております。
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連結注記表

建物及び構築物 435百万円

機械装置及び運搬具 0 〃

土地 7,116 〃

その他 1 〃

計 7,603 〃

短期借入金 1,000百万円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 16,016百万円

・再評価を行った日 2002年２月25日

・再評価を行った土地の期末における

　時価と再評価後の帳簿価額の差額
―――

連結貸借対照表に関する注記

1. 担保に供している資産および担保に係る債務

(1) 担保に供している資産

(2) 担保に係る債務

3. 「土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）」に基づいて事業用土地の再評価を行

い、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に、残額を「土地再

評価差額金」として純資産の部に計上しております。

・再評価の方法

「土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）」第２条第３号に定める評

価額に合理的な調整を加えて算定する方法。
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連結注記表

株式の種類 当期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数

株 株 株 株

普 通 株 式 5,135,150 ― ― 5,135,150

株式の種類 当期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数

株 株 株 株

普 通 株 式 3,542 90 ― 3,632

決 議 株 式 の 種 類
配当金の総額

(百万円)
１ 株 当 た り
配当額(円 )

基 準 日 効 力 発 生 日

2020年６月18日
定 時 株 主 総 会

普 通 株 式 128 25.00 2020年３月31日 2020年６月19日

決 議 予 定 株式の種類
配当金の総額

(百万円)
配 当 の 原 資

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

2021年６月17日
定 時 株 主 総 会

普 通 株 式 128 利 益 剰 余 金 25.00 2021年３月31日 2021年６月18日

連結株主資本等変動計算書に関する注記

1. 発行済株式の種類および株式数に関する事項

2. 自己株式の種類および株式数に関する事項

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取りによる増加 90株

3. 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

金融商品に関する注記

1. 金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を調

達しております。

受取手形及び売掛金、電子記録債権に係る顧客の信用リスクは、「与信管理規程」に沿ってリスク低減を図

っております。また、投資有価証券は株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行ってお

ります。

借入金の使途は運転資金（主として短期）および設備投資資金（長期）であります。
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連結注記表

（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

（1）現金及び預金 489 489 ―

（2）受取手形及び売掛金 3,978 3,978 ―

（3）電子記録債権 780 780 ―

（4）投資有価証券、その他有価証券 292 292 ―

（5）支払手形及び買掛金 (808) (808) ―

（6）電子記録債務 (1,044) (1,044) ―

（7）短期借入金 (1,790) (1,790) ―

（8）長期借入金 (440) (441) (1)

1. １株当たり純資産額 2,097円57銭

2. １株当たり当期純利益 84円89銭

2. 金融商品の時価等に関する事項

2021年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額について

は、次のとおりであります。

（＊）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

（注1）金融商品の時価の算定方法および有価証券に関する事項

（1）現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金、（3）電子記録債権

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。

（4）投資有価証券、その他有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

（5）支払手形及び買掛金、（6）電子記録債務、（7）短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。

（8）長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割

り引いて算定する方法によっております。

（注2）非上場株式（連結貸借対照表計上額54百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見

積もることができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「（4）投資有価証券、その

他有価証券」には含めておりません。

１株当たり情報に関する注記
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連結注記表

追加情報

（新型コロナウイルス感染症拡大に伴う会計上の見積りについて）

　当社グループにおきましては、新型コロナウイルス感染症拡大による影響は限定的で大きな影響は生じていま

せん。翌連結会計年度についても状況に大幅な変更はないと仮定し、繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見

積りを実施して会計処理に反映しております。
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貸借対照表

（2021年３月31日現在）

（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（資　産　の　部） （負　債　の　部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

売 掛 金

製 品 及 び 仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 渡 金

前 払 費 用

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 輌 運 搬 具

工 具 、 器 具 及 び 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

従業員に対する長期貸付金

長 期 前 払 費 用

差 入 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

貸 倒 引 当 金
　

7,503

365

212

703

3,828

1,714

622

5

34

15

3

△0

12,125

10,914

1,859

159

1,487

24

180

7,184

19

93

1,118

317

240

0

25

4

530

△0
　

流 動 負 債 4,767
電 子 記 録 債 務 1,044
買 掛 金 694
短 期 借 入 金 1,450

340一年内返済予定の長期借入金 340
未 払 金 253
未 払 費 用 114
未 払 法 人 税 等 105
未 払 消 費 税 等 151
前 受 金 4
預 り 金 338
賞 与 引 当 金 175
役 員 賞 与 引 当 金 5
設 備 関 係 未 払 金 91

固 定 負 債 4,213
長 期 借 入 金 440
長 期 預 り 保 証 金 36
再評価に係る繰延税金負債 2,141
退 職 給 付 引 当 金 1,348
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 38
P C B 処 理 引 当 金 209
負 債 合 計 8,980
（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 5,831
資 本 金 2,627
資 本 剰 余 金 524
資 本 準 備 金 524
そ の 他 資 本 剰 余 金 0
利 益 剰 余 金 2,683
利 益 準 備 金 131
そ の 他 利 益 剰 余 金 2,551
繰 越 利 益 剰 余 金 2,551

自 己 株 式 △4
評 価 ・ 換 算 差 額 等 4,816

その他有価証券評価差額金 47
土 地 再 評 価 差 額 金 4,768
純 資 産 合 計 10,648

資 産 合 計 19,629 負 債 及 び 純 資 産 合 計 19,629

貸　借　対　照　表

－ 28 －
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損益計算書

(2020年４月１日から
2021年３月31日まで)

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 11,224

売 上 原 価 9,651

売 上 総 利 益 1,572

販売費及び一般管理費 1,160

営 業 利 益 412

営 業 外 収 益

受 取 利 息 0

受 取 配 当 金 1

物 品 売 却 益 20

P C B 処 理 引 当 金 戻 入 77

そ の 他 6 106

営 業 外 費 用

支 払 利 息 10

た な 卸 資 産 除 却 損 4

そ の 他 0 14

経 常 利 益 503

特 別 利 益

子 会 社 清 算 益 15 15

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 26

減 損 損 失 20 46

税 引 前 当 期 純 利 益 472

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 98

法 人 税 等 調 整 額 △5 93

当 期 純 利 益 379

損　益　計　算　書

－ 29 －
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株主資本等変動計算書

(2020年４月１日から
2021年３月31日まで)

（単位：百万円）

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己
株 式

株 主
資 本
合 計

資　本
準備金

その他
資本

剰余金

資　本
剰余金
合　計

利　益
準備金

そ の 他
利 益
剰 余 金

利　益
剰余金
合　計繰越利益

剰 余 金

当 期 首 残 高 2,627 524 0 524 131 2,358 2,490 △4 5,638

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △128 △128 △128

当 期 純 利 益 379 379 379

自己株式の取得 △0 △0

土 地 再 評 価
差 額 金 の 取 崩

△57 △57 △57

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 ― ― ― ― ― 193 193 △0 193

当 期 末 残 高 2,627 524 0 524 131 2,551 2,683 △4 5,831

（単位：百万円）

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

土地再評価差額金
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 △19 4,710 4,691 10,329

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △128

当 期 純 利 益 379

自己株式の取得 △0

土 地 再 評 価
差 額 金 の 取 崩

△57

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

67 57 125 125

当 期 変 動 額 合 計 67 57 125 318

当 期 末 残 高 47 4,768 4,816 10,648

株主資本等変動計算書

－ 30 －
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個別注記表

個　別　注　記　表

記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

1. 資産の評価基準および評価方法

(1)有価証券の評価基準および評価方法

有価証券

① 子会社株式および関連会社株式 移動平均法による原価法

② その他有価証券

時価のあるもの 期末日前１ヶ月の市場価格の平均に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法

(2)たな卸資産の評価基準および評価方法

製品及び仕掛品 個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

原材料及び貯蔵品 移動平均法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)

2. 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ７年～47年

機械装置及び車輌運搬具 ２年～10年

無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

によっております。

リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

3. 引当金の計上基準

貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上して

おります。

役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支出に備えるため、当事業年度に見合う支給見込額に基づき計上してお

ります。

－ 31 －
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個別注記表

退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しており

ます。

数理計算上の差異および過去勤務費用は、その発生した年度に収益又は費用として処理することとし

ております。

役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、「役員退職慰労金規程」に基づく当事業年度末要支給額を計

上しております。

PCB処理引当金
PCB（ポリ塩化ビフェニル）の廃棄処理に備えるため、当事業年度末における処理費用見込額を計上
しております。

4. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理方法
消費税等の会計処理は、税抜方式によっており、控除対象外消費税等は、当事業年度の費用として処
理しております。

（会計上の見積の変更に関する注記）
　当社は、当事業年度においてＰＣＢを含有する照明用安定器の取り外しにより数量の確認が進み、見積り
の変更を行いました。これに伴い、従来の見積り金額と今回の見積り金額との差額77百万円をＰＣＢ処理引
当金戻入額として営業外収益に計上しました。
　これにより、当事業年度の経常利益および税金等調整前当期純利益は77百万円増加しております。

－ 32 －
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個別注記表

建物 417百万円
構築物 17 〃
機械及び装置 0 〃
工具、器具及び備品 1 〃
土地 7,166 〃

計 7,603 〃

短期借入金 1,000百万円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 16,016百万円

短期金銭債権 1,013百万円
短期金銭債務 457百万円

・再評価を行った日 2002年２月25日
・再評価を行った土地の期末における
　時価と再評価後の帳簿価額の差額

―――

売上高 1,302百万円

仕入高 531 〃

営業取引以外の取引による取引高 33 〃

（貸借対照表に関する注記）
1. 担保に供している資産および担保に係る債務
(1) 担保に供している資産

(2) 担保に係る債務

3. 関係会社に対する金銭債権および金銭債務

4. 「土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）」に基づいて事業用土地の再評価を行
い、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に、残額を「土地再
評価差額金」として純資産の部に計上しております。

・再評価の方法
「土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）」第２条第３号に定める評価
額に合理的な調整を加えて算定する方法。

（損益計算書に関する注記）

関係会社との取引高

営業取引による取引高

－ 33 －
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個別注記表

株式の種類 当期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数

株 株 株 株

普 通 株 式 3,542 90 ― 3,632

繰延税金資産

賞与引当金 53百万円

貸倒引当金 0 〃

退職給付引当金 412 〃

役員退職慰労引当金 11 〃

子会社株式評価損 45 〃

PCB処理引当金 63 〃

たな卸資産評価損 20 〃

固定資産減損損失 26 〃

その他 40 〃

繰延税金資産小計 673 〃

評価性引当額 △122 〃

繰延税金資産合計 551 〃

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △21百万円

繰延税金負債合計 △21〃

繰延税金資産の純額 530 百万円

1. １株当たり純資産額 2,075円06銭

2. １株当たり当期純利益 73円90銭

（株主資本等変動計算書に関する注記）

自己株式の種類および株式数に関する事項

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取りによる増加 90株

（税効果会計に関する注記）

繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（１株当たり情報に関する注記）

－ 34 －
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個別注記表

（追加情報）
（新型コロナウイルス感染症拡大に伴う会計上の見積りについて）

　当社におきましては、新型コロナウイルス感染症拡大による影響は限定的で大きな影響は生じて
いません。翌事業年度についても状況に大幅な変更はないと仮定し、繰延税金資産の回収可能性等
の会計上の見積りを実施して会計処理に反映しております。

－ 35 －
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連結会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2021年５月13日

日 本 鋳 造 株 式 会 社
取　締　役　会　　御中

EY新日本有限責任監査法人
東 京 事 務 所
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 中 島 康 晴 ㊞
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 稻 吉 　 崇 ㊞

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、日本鋳造株式会社の2020年４月１日か
ら2021年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計
算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠して、日本鋳造株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係
る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に
記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社および連
結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監
査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結
計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運
用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成す
ることが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任が
ある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行
を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤
謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立
の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により
発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与え
ると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

－ 36 －
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連結会計監査報告

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通
じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リス
クに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。
さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、
監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計
上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、
入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に
関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確
実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起するこ
と、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類
に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日ま
でに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存
続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構
成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうか
を評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分
かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施
に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施
過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求め
られているその他の事項について報告を行う。

　　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関す
る規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及
び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告
を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記
載すべき利害関係はない。

以　　上

－ 37 －
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個別会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2021年５月13日

日 本 鋳 造 株 式 会 社
取　締　役　会　　御中

EY新日本有限責任監査法人
東 京 事 務 所
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 中 島 康 晴 ㊞
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 稻 吉 　 崇 ㊞

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第1号の規定に基づき、日本鋳造株式会社の2020年４月１
日から2021年３月31日までの第99期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、
株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）に
ついて監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において
適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記
載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立し
ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算
書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成するこ
とが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任があ
る。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行
を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬
による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の
立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生
する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合
理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

計算書類に係る会計監査人の監査報告

－ 38 －
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個別会計監査報告

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通
じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リス
クに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。
さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、
監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計
上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入
手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関
して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実
性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又
は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除
外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手し
た監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなく
なる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及
び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価
する。

　　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施
過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求め
られているその他の事項について報告を行う。

　　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関す
る規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及
び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告
を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関
係はない。

以　　上
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監査役会の監査報告

監 査 報 告 書
　当監査役会は、2020年４月１日から2021年３月31日までの第99期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監
査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

1. 監査役および監査役会の監査の方法およびその内容
(1) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査規程ならびに監査計画および職務の分担等に従い、取締役等と意思

疎通を図り、情報の収集および監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたしました。
①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ
て説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、業務および財産の状況を調査いたしました。
　また、子会社については、子会社の取締役および監査役等と意思疎通および情報の交換を図り、必要に応
じて子会社から事業の報告を受け、子会社に赴き、業務および財産の状況を調査いたしました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制そ
の他株式会社およびその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施
行規則第100条第１項および第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容および当該決議に基づ
く体制（内部統制体制）の整備・運用状況を監視および検証いたしました。

　　なお、財務報告に係る内部統制についても、取締役等およびEY新日本有限責任監査法人から適宜報告を受
け、必要に応じて説明を求めました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視および検証するとともに、
会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査
人から「職務の遂行が適正に行なわれることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる
事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の
通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 監査役会は、監査計画、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況および結果について報告を受け
るほか、取締役等および会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めま
した。

　以上の方法に基づき、監査役および監査役会は、当該事業年度に係る事業報告およびその附属明細書、連結計
算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書および連結注記表）ならびに計算書類
（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書および個別注記表）およびその附属明細書について検討いた
しました。

2. 監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
① 事業報告およびその附属明細書は、法令および定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③ 内部統制体制に関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制体制に関する取

締役の職務の執行についても、財務報告に係る内部統制を含め、指摘すべき事項は認められません。
(2) 連結計算書類の監査結果
　会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法および結果は相当であると認めます。

(3) 計算書類およびその附属明細書の監査結果
　会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法および結果は相当であると認めます。

2021年５月14日

日 本 鋳 造 株 式 会 社 　 監 査 役 会
監査役（常勤) 井 上 誠 厚 ㊞
社 外 監 査 役 壁 矢 和 久 ㊞
社 外 監 査 役 野 神 光 弘 ㊞
社 外 監 査 役 上 原 博 英 ㊞

　

監査役会の監査報告

以　上
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剰余金処分議案

株主総会参考書類

議案および参考事項

第１号議案 剰余金の配当の件

　当期の期末配当につきましては、株主の皆様への利益還元と経営基盤の強化およ

び将来の事業展開に備えるための内部留保の充実等を勘案して、以下のとおりとい

たしたいと存じます。

(1) 配当財産の種類

金銭

(2) 株主に対する配当財産の割り当てに関する事項およびその総額

当社普通株式　１株につき金25円00銭　総額128,287,950円

(3) 剰余金の配当が効力を生ずる日

2021年６月18日

－ 41 －
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取締役選任議案

候補者番号

１
　

や ま

山 
ぐ ち

口   
よ う

陽 
こ

子（1962年８月８日生）
候補者の所有する当社の株式数 1,000株

　

再 任

　

［略歴、当社における地位および担当］

1985年４月　川崎製鉄株式会社入社

2011年４月　ジェイ　エフ　イー　ホールディングス株式会社　企画部主任部員（部長）

2012年７月　JFEスチール株式会社　監査部主任部員（部長）

2014年４月　同社監査役事務局部長

2016年６月　当社社外監査役

2018年４月　当社入社　人事総務部担当役員付

2019年６月　当社取締役（現任）

　　　　　　同人事総務部長（現任）

　　　　　　同経理部、監査部、環境・設備部担当（現任）

［重要な兼職の状況］

なし

［取締役候補者とした理由］

山口陽子氏は、これまで鉄鋼業界における広報、企画、監査の幅広い業務経験に加え、2019年６月に取締

役に就任し、管理部門に関与し事業運営に携わってきました。その豊富な知見と実績により適任であると

判断し、取締役候補者としております。

第２号議案 取締役５名選任の件

　本株主総会終結の時をもって、取締役　今井祥隆、山口陽子　両氏の任期が満了

し、秋山昇一氏が辞任いたします。また、取締役　原田孝志氏は、2021年5月16日

に逝去されました。つきましては、取締役１名の再任と新たに取締役４名の選任を

お願いしたいと存じます。

取締役候補者は次のとおりであります。

（注）１. 上記の候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

　　　２. 候補者の所有する当社の株式数には、日本鋳造役員持株会名義の実質所有株式数が含まれておりま

す。

３．当社は、会社法第430条の3第1項に規定する役員等賠償責任保険（以下、「D＆O保険」といいま

す。）契約を保険会社との間で締結しており、これにより、取締役等が業務に起因して損害賠償責任

を負った場合における損害（ただし、保険契約上で定められた免責事由に該当するものを除きま

す。）等を填補することとしております。なお、D＆O保険の保険料は、全額を当社が負担しておりま

す。D＆O保険の契約期間は、１年間であり、当該期間の満了前に取締役会において決議の上、これを

更新する予定です。

－ 42 －
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取締役選任議案

候補者番号

２
　

と う

田 
じ

路   
ひ で

秀 
お

男（1960年１月３日生）
候補者の所有する当社の株式数 400株

　

新 任

　

［略歴、当社における地位および担当］

1980年４月　住友ゴム工業株式会社入社

2014年12月　日本化成株式会社入社

2015年７月　同執行役員

2016年７月　日本化成プロダクト株式会社　取締役

2017年７月　同常務取締役

2018年６月　当社入社

2018年７月　当社素形材事業部製造部長

2020年４月　当社製造部長（現任）

2021年５月　当社安全衛生室、品質保証部、素形材開発技術部担当（現任）

［重要な兼職の状況］

なし

［取締役候補者とした理由］

田路秀男氏は、化学工業分野における長年の製造管理の幅広い業務経験に加え、2018年から当社の素形材

事業の製造部長として事業運営に携わってきました。その豊富な知見と実績により適任であると判断し、

取締役候補者としております。

（注）１．上記の候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

２．当社は、会社法第430条の3第1項に規定する役員等賠償責任保険（以下、「D＆O保険」といいま

す。）契約を保険会社との間で締結しており、これにより、取締役等が業務に起因して損害賠償責任

を負った場合における損害（ただし、保険契約上で定められた免責事由に該当するものを除きま

す。）等を填補することとしております。なお、D＆O保険の保険料は、全額を当社が負担しておりま

す。田路秀男氏が取締役に選任され就任した場合には、D＆O保険の被保険者となる予定です。D＆O保

険の契約期間は、１年間であり、当該期間の満了前に取締役会において決議の上、これを更新する予

定です。

－ 43 －
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取締役選任議案

候補者番号

３
　

は や し

林 　   
ひ で

英 
ひ こ

彦（1958年８月10日生）
候補者の所有する当社の株式数 ─株

　

新 任

　

［略歴、当社における地位および担当］

1982年４月　日本鋼管株式会社入社

2008年４月　JFEスチール株式会社　大阪支社大阪鋼板営業部長

　　　　　　同大阪支社副支社長

2011年４月　JFEテクノリサーチ株式会社入社　人事部長

2012年４月　同取締役

2019年４月　同常務取締役

2021年４月　当社入社　常勤顧問（現任）

［重要な兼職の状況］

なし

［取締役候補者とした理由］

林　英彦氏は、鉄鋼業界における人事管理や営業業務の経験に加え、他社における取締役として企業経営

に携わった経験があり、これらの豊富な知見と実績により適任であると判断し、取締役候補者としており

ます。

（注）１．上記の候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

２．当社は、会社法第430条の3第1項に規定する役員等賠償責任保険（以下、「D＆O保険」といいま

す。）契約を保険会社との間で締結しており、これにより、取締役等が業務に起因して損害賠償責任

を負った場合における損害（ただし、保険契約上で定められた免責事由に該当するものを除きま

す。）等を填補することとしております。なお、D＆O保険の保険料は、全額を当社が負担しておりま

す。林　英彦氏が取締役に選任され就任した場合には、D＆O保険の被保険者となる予定です。D＆O保

険の契約期間は、１年間であり、当該期間の満了前に取締役会において決議の上、これを更新する予

定です。

－ 44 －
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取締役選任議案

候補者番号

４
　

み な み

南　　
ふ

二
み

三
よ し

吉（1954年12月23日生）
候補者の所有する当社の株式数 ─株

　

新 任

社 外

独 立 役 員

　

［略歴、当社における地位および担当］

2002年４月　大阪大学大学院　教授（工学研究科）

2014年８月　同接合科学研究所教授

2015年４月　同接合科学研究所副所長

2017年４月　同接合科学研究所所長

2020年４月　同名誉教授（現任）

［重要な兼職の状況］

なし

［社外取締役候補者とした理由］

南二三吉氏は、直接会社経営に関与された経験はありませんが、これまでの研究分野での豊富な経験と見

識に加え、同分野の学内外の団体における組織運営の経験を有しており、独立した立場で大所高所からの

観点を持って、当社の経営に貢献していただけるものと判断し、社外取締役候補者としております。

（注）１. 上記の候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

　　　２. 南二三吉氏は社外取締役候補者であります。

　　　３. 南二三吉氏の選任が承認された場合、当社は南二三吉氏と責任限定契約を締結する予定であり、当該

責任限定契約の内容の概要は、12ページに記載のとおりであります。

　　　４. 南二三吉氏の選任が承認された場合、当社は南二三吉氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員と

して指定し、同取引所に届け出る予定であります。

５．当社は、会社法第430条の3第1項に規定する役員等賠償責任保険（以下、「D＆O保険」といいま

す。）契約を保険会社との間で締結しており、これにより、取締役等が業務に起因して損害賠償責任

を負った場合における損害（ただし、保険契約上で定められた免責事由に該当するものを除きま

す。）等を填補することとしております。なお、D＆O保険の保険料は、全額を当社が負担しておりま

す。南二三吉氏が取締役に選任され就任した場合には、D＆O保険の被保険者となる予定です。D＆O保

険の契約期間は、１年間であり、当該期間の満了前に取締役会において決議の上、これを更新する予

定です。

－ 45 －
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取締役選任議案

候補者番号

５
　

と よ

豊 
お か

岡   
 

　 
つ か さ

司（1962年６月21日生）
候補者の所有する当社の株式数 ─株

　

新 任

社 外

独 立 役 員

　

［略歴、当社における地位および担当］

1990年８月　日立建機株式会社入社

2008年８月　日立建機中国有限公司（出向）技術開発部長

2011年11月　日立建機株式会社　商品開発・建設システム事業部開発設計センタ部長

2013年８月　同機器事業部開発設計センタ長

2016年４月　同機器事業部事業部長

2018年４月　同パワー・情報制御プラットフォーム事業部事業部長（現任）

［重要な兼職の状況］

なし

［社外取締役候補者とした理由］

豊岡　司氏は、直接会社経営に関与された経験はありませんが、これまで建設機械業界において長年、開

発・生産業務に従事し、幅広く豊富な経験と知識を有しており、独立した立場で大所高所からの観点を持

って、当社の経営に貢献していただけるものと判断し、社外取締役候補者としております。

（注）１. 上記の候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

　　　２. 豊岡　司氏は社外取締役候補者であります。

　　　３. 豊岡　司氏の選任が承認された場合、当社は豊岡　司氏と責任限定契約を締結する予定であり、当該

責任限定契約の内容の概要は、12ページに記載のとおりであります。

　　　４. 豊岡　司氏の選任が承認された場合、当社は豊岡　司氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員と

して指定し、同取引所に届け出る予定であります。

　　　５．当社は、会社法第430条の3第1項に規定する役員等賠償責任保険（以下、「D＆O保険」といいま

す。）契約を保険会社との間で締結しており、これにより、取締役等が業務に起因して損害賠償責任

を負った場合における損害（ただし、保険契約上で定められた免責事由に該当するものを除きま

す。）等を填補することとしております。なお、D＆O保険の保険料は、全額を当社が負担しておりま

す。豊岡　司氏が取締役に選任され就任した場合には、D＆O保険の被保険者となる予定です。D＆O保

険の契約期間は、１年間であり、当該期間の満了前に取締役会において決議の上、これを更新する予

定です。

－ 46 －
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監査役選任議案

候補者番号

１
　

え

江 
す み

角   
 

　 
た け し

猛（1966年６月６日生）
候補者の所有する当社の株式数 ─株

　

新 任

社 外

　

［略歴、当社における地位］

1990年４月　日本鋼管株式会社入社

2016年４月　JFEスチール株式会社　営業総括部輸出総括室主任部員（部長）

2018年４月　同営業総括部輸出総括室長（部長）

2021年４月　同監査役事務局部長（現任）

［重要な兼職の状況］

なし

［社外監査役候補者とした理由］

江角　猛氏は、直接会社経営に関与された経験はありませんが、これまで鉄鋼業界において営業・管理業

務に長年従事しており、その幅広く豊富な経験と知識を活かし、客観的な立場から当社の監査に貢献いた

だけると判断し、社外監査役候補者としております。

第３号議案 監査役２名選任の件

　本株主総会終結の時をもって、監査役　壁矢和久、野神光弘、上原博英の３氏が

辞任されますので、監査役２名の選任をお願いしたいと存じます。

　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

監査役候補者は次のとおりであります。

（注）１. 上記の候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

２. 江角　猛氏は社外監査役候補者であります。

３．江角　猛氏の選任が承認された場合、当社は江角　猛氏と責任限定契約を締結する予定であり、当該

責任限定契約の内容の概要は12ページに記載のとおりであります。

４．当社は、会社法第430条の3第1項に規定する役員等賠償責任保険（以下、「D＆O保険」といいま

す。）契約を保険会社との間で締結しており、これにより、監査役等が業務に起因して損害賠償責任

を負った場合における損害（ただし、保険契約上で定められた免責事由に該当するものを除きま

す。）等を填補することとしております。なお、D＆O保険の保険料は、全額を当社が負担しておりま

す。江角　猛氏が監査役に選任され就任した場合には、D＆O保険の被保険者となる予定です。D＆O保

険の契約期間は、１年間であり、当該期間の満了前に取締役会において決議の上、これを更新する予

定です。

－ 47 －
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監査役選任議案

候補者番号

２
　

き く

菊 
ち

池   
な お

直 
き

樹（1966年12月７日生）
候補者の所有する当社の株式数 ─株

　

新 任

社 外

　

［略歴、当社における地位］

1993年４月　川崎製鉄株式会社入社

2015年４月　JFEスチール株式会社　スチール研究所製鋼研究部主任研究員（部長）

2016年４月　同スチール研究所製鋼研究部長

2021年４月　同スチール研究所研究企画部長（現任）

［重要な兼職の状況］

なし

［社外監査役候補者とした理由］

菊池直樹氏は、直接会社経営に関与された経験はありませんが、これまで鉄鋼業界において研究業務に長

年従事しており、その幅広く豊富な経験と知識を活かし、客観的な立場から当社の監査に貢献いただける

と判断し、社外監査役候補者としております。

（注）１.上記の候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

２. 菊池直樹氏は社外監査役候補者であります。

３．菊池直樹氏の選任が承認された場合、当社は菊池直樹氏と責任限定契約を締結する予定であり、当該

責任限定契約の内容の概要は12ページに記載のとおりであります。

４．当社は、会社法第430条の3第1項に規定する役員等賠償責任保険（以下、「D＆O保険」といいま

す。）契約を保険会社との間で締結しており、これにより、監査役等が業務に起因して損害賠償責任

を負った場合における損害（ただし、保険契約上で定められた免責事由に該当するものを除きま

す。）等を填補することとしております。なお、D＆O保険の保険料は、全額を当社が負担しておりま

す。菊池直樹氏が監査役に選任され就任した場合には、D＆O保険の被保険者となる予定です。D＆O保

険の契約期間は、１年間であり、当該期間の満了前に取締役会において決議の上、これを更新する予

定です。

－ 48 －
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補欠監査役選任議案

お か

岡 
だ

田   
よ し

宜 
ゆ き

之（1968年9月14日生）
候補者の所有する当社の株式数 ―株

　
新 任

社 外

　

［略歴、当社における地位］

1992年４月　川崎製鉄株式会社入社

2013年10月　JFEスチール株式会社　西日本製鉄所　総務部総務室長

2017年４月　同監査役事務局主任部員（現任）

［重要な兼職の状況］

なし

［補欠の社外監査役候補者とした理由］

岡田宜之氏は、直接会社経営に関与された経験はありませんが、これまで鉄鋼業界において経理・財務・

企画業務に長年従事しており、その幅広く豊富な経験と知識を活かし、客観的な立場から当社の監査に貢

献いただけるものと判断し、補欠の社外監査役候補者としております。

第４号議案 補欠監査役１名選任の件

　法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第３項

の規定に基づき、予め補欠監査役１名を選任するものであります。

　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

補欠監査役候補者は次のとおりであります。

（注）１. 上記の候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

２. 岡田宜之氏は補欠の社外監査役候補者であります。

３．岡田宜之氏の選任が承認され、かつ社外監査役に就任することとなった場合、当社は岡田宜之氏と責

任限定契約を締結する予定であり、当該責任限定契約の内容の概要は12ページに記載のとおりであり

ます。

４．当社は、会社法第430条の3第1項に規定する役員等賠償責任保険（以下、「D＆O保険」といいま

す。）契約を保険会社との間で締結しており、これにより、監査役等が業務に起因して損害賠償責任

を負った場合における損害（ただし、保険契約上で定められた免責事由に該当するものを除きま

す。）等を填補することとしております。なお、D＆O保険の保険料は、全額を当社が負担しておりま

す。岡田宜之氏が監査役に就任することとなった場合には、D＆O保険の被保険者となる予定です。D

＆O保険の契約期間は、１年間であり、当該期間の満了前に取締役会において決議の上、これを更新

する予定です。

－ 49 －
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退職慰労金贈呈議案

氏 名 略 歴

今 井 祥 隆 2017年６月　当社取締役（現任）

原 田 孝 志
2019年６月　当社取締役

2021年５月　逝去

第５号議案 退任取締役に対する退職慰労金贈呈の件

　本株主総会終結の時をもって退任されます取締役　今井祥隆氏および2021年５月

16日逝去により取締役を退任されました原田孝志氏に対し、在任中の功労に報いる

ため、当社所定の基準に従い相当額の範囲内で退職慰労金を贈呈することとし、そ

の具体的な金額、贈呈の時期、方法等は、取締役会にご一任願いたいと存じます。

なお、本議案は当社の取締役の個人別の報酬等の内容についての決定の方針に従っ

ておりますので相当であると判断しております。

退任取締役の略歴は、次のとおりであります。

以　上

－ 50 －
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メモ

<メ　モ　欄>
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地図

【重要】新型コロナウイルス感染防止への対応に付きまして

感染リスク低減のため、本年は株主総会当日のご来場の見合わせと書面による事前の議決権

行使のご検討をお願い申し上げます。特にご高齢の株主様や基礎疾患をお持ちの株主様、妊

娠中の株主様には慎重なご判断をいただくようお願いいたします。当日風邪等の症状のある

株主様におかれましてはご出席をお控えください。ご出席される株主様にはマスクの着用及

び消毒液の使用にご協力をお願いいたします。

第99回定時株主総会会場ご案内図

会　　場　 シーフォーレ　１階　会議室

　　　　　 横浜市鶴見区弁天町２番地４

日　　時　 2021年６月17日（木曜日）　午前10時10分

最 寄 駅　 JR鶴見線　弁天橋駅（駅前）

お 願 い　 会場には駐車場はございません。

至横浜

弁天町
交差点

産業道路

首都高速　横羽線
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至東京

汐入出入口

ＪＦＥ
エンジニアリング

会場
シーフォーレ１階

ファミリー
マート

至武蔵白石

ジャパンマリン
ユナイテッド

弁天橋

ＪＲ鶴見線

至
東
京

Ｊ
Ｒ
京
浜
東
北
線

至
横
浜

鶴
見


